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外商投資企業クレームの手続き・必要書類 
 

中国商務部より公布された『外商投資企業クレーム工作弁法』は 2020年 10月 1日より正式に実施さ

れた。商務部投資促進事務局に全国外商投資企業クレームセンターが設置されたほか、各省市・自治

区レベルの担当窓口が公開された（弁法には県レベル以上の政府にはクレーム対応窓口を設置すると

規定されている）。 

 

 

外国投資企業、外国投資者は、行政機関（法律、法規によって授権される公共事務を管理する機能を

有する組織）およびその従業員の行政行為が合法的権益を侵害した場合、クレーム業務機構に調整・

解決を要望する。 

 

必要書類の作成要領： 

クレーム事項を提出する場合、書面による資料を提出しなければならない。資料は現場で提出でき、

手紙、ファックス、メール、オンライン申請等の方式でも提出できる。関連資料は次の内容が含まれ

る。 

（1） クレーム側の姓名または名称、連絡先、郵便番号、関連連絡者と連絡方式、主体資格証明

資料、クレームの提出期日 

（2） クレームされる側の姓名または名称、連絡先、郵便番号、関連連絡者と連絡方式 

（3） 明確なクレーム事項および要求（クレーム申請提言は「外商投資企業クレーム書のフォー

マット」に記入） 

（4） 関連事実、証拠と理由、関連法的根拠がある場合、合わせて提出する 

（5） 『クレーム弁法』の第十四条第（七）（八）（九）に挙げられている状況があるか 

 

経営環境の関連事項をクレームする場合、（1）に規定される情報、投資環境面で存在する問題および

関連政策の提言等の資料を提出する必要がある。 

 

書類は中国語で記入する必要がある。関連根拠と資料の原本を外国語で記入する場合、その正確な中

国語訳を提出しなければならない。 

 

他人に委託する場合、前述内容のほかに、クレームする者の身分証明書、授権委託書および受託者の

身分証明書を提出しなければならない。授権委託書には、委託事項、権限と期限を記載しなければな

らない。 

 

  

http://images.mofcom.gov.cn/wzs/202009/20200930082232631.pdf
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クレームプロセス 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クレーム事項の発生 

提出 

受理する

か否か 

書面資料は次の内容を含む。 

1.クレーム側の姓名または名称、連絡先、郵便番

号、関連連絡者と連絡方式、主体資格証明資料、

クレームの提出期日。 

2.クレームされた側の姓名または名称、連絡先、

郵便番号、関連連絡者と連絡方式。 

3.明確なクレーム事項およびクレーム要求（クレ

ーム申請提言は「外商投資企業クレーム書のフォ

ーマット」により記入される）。 

4.関連事実、証拠と理由、関連法的根拠がある場

合、合わせて提出する。 

5.同一事項を上級レベルのクレーム機構等の部門

により受理もしくは処理完了したか、または行政

異議申し立て、行政訴訟等の手続き中であるか、

もしくは受理せず完了した場合の説明資料。 

6.他人に委託する場合、前述の内容のほかに、ク

レーム側の身分証明書、授権委託書および受託者

の身分証明書を提出しなければならない。 

処理 

終了 

15営業日内に関連資

料の追加完成 

受理通知書の発行 

処理方式： 

1. 和解の推進 

2. クレームされた側との協議 

3. 改善政策措置の提案 

4. その他の適切な処理方式 

1.クレーム業務機構が処理し、クレー

ム側は手続終了を同意する。 

2.クレーム事項が事実と一致しない、

またはクレーム側が関連材料の提出を

拒否し、関連事実を確定できない。 

3.クレーム側の関連請求に法的根拠が

ない。 

4.クレーム側がクレームを撤回する。 

5.クレーム側が主体資格の要求に該当

しない。 

6.クレーム業務機構の連絡を受けた

後、30 日内にクレーム側が処理業務

に参加しなかった。 

7.クレーム側がクレームを書面により

撤回すると見なされる場合。 

3営業日内にクレーム側に処理結果を通知する 

受理しない通知書

の発行と説明 
はい 

いいえ 

現場でまたは 

オンラインで提出 

書類が不足する 

場合 

書類が整った場合 

60営業日内に完了、 

必要がある場合、適宜延長 

具体的な状況は右側の

通り 

7営業日内に決定 

7営業日内に決定 書類が整った場合 

全国レベルは商務部投資促進事務局 

省市レベルは各省市の窓口へクレーム 

 


